
   

「住みたくなるまち 日本一」を目指して   

１．条例 〔制定〕 議案 3 件
２．条例 〔改正〕 議案 9 件
３．予算議案  【補正】 7 件
４．予算議案  【当初】 7 件
５．その他（条例外議案） 5 件
６．人事 1 件
７．承認 1 件
※ 追加提出予定 3 件 （現時点）

１．条例 〔制定〕 議案 3 件

提 案 理 由

施 行 日

所 管 部 課

提 案 理 由

施 行 日

所 管 部 課

提 案 理 由

施 行 日

所 管 部 課

２．条例 〔改正〕 議案 9 件

提 案 理 由

施 行 日

所 管 部 課

提 案 理 由

施 行 日

所 管 部 課

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２第１項の規定に基づき，富谷市ビ
ジネス交流ベースの設置及び管理に関し必要な事項を定める条例を制定するもの。

規則で定める日

経済産業部 産業観光課

議案第 4 号
富谷市議会議員及び富谷市長の選挙における選挙運動の公費負担に関する条例の一部改正
について

公職選挙法施行令（昭和２５年政令第８９号）の一部改正に伴い，所要の改正を行うも
の。

国民健康保険加入世帯の経済的負担を軽減する観点から，世帯別平等割額を減額するた
め，所要の改正を行うもの。

議案第 5 号 富谷市国民健康保険税条例の一部改正について

 ● 令和５年 第１回富谷市議会定例会 提出議案の概要

33 件

議案第 1 号
地方公務員法の一部を改正する法律の施行に伴う関係条例の整備に関する条例の制定につ
いて

地方公務員法の一部を改正する法律（令和３年法律第６３号）の施行に伴い，本市職員の
定年等に関し，関係条例を整備するもの。

令和５年４月１日

総務部 総務課

議案第 3 号 富谷市ビジネス交流ベース条例の制定について

議案第 2 号 富谷市個人情報の保護に関する法律施行条例の制定について

個人情報の保護に関する法律（平成１５年法律第５７号）の一部改正により，富谷市個人
情報の保護に関する条例（平成１７年条例第２号）を廃止し，富谷市個人情報の保護に関
する法律施行条例を制定するもの。

令和５年４月１日

総務部 総務課

令和５年４月１日

市民生活部 税務課

公布の日

総務部 総務課

富谷市記者発表【資料3】

令和５年２月１４日

富谷市 総務部
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提 案 理 由

施 行 日

所 管 部 課

提 案 理 由

施 行 日

所 管 部 課

提 案 理 由

施 行 日

所 管 部 課

提 案 理 由

施 行 日

所 管 部 課

提 案 理 由

施 行 日

所 管 部 課

提 案 理 由

施 行 日

所 管 部 課

提 案 理 由

施 行 日

所 管 部 課

富谷市子ども医療費の助成に関する条例の一部改正について

令和５年１０月１日

保健福祉部 子育て支援課

議案第 10 号 富谷市国民健康保険条例の一部改正について

健康保険法施行令（大正１５年勅令第２４３号）の一部改正による出産育児一時金の引き
上げに併せ，富谷市国民健康保険条例で定める出産育児一時金の取扱いについて，所要の
改正を行うもの。

令和５年４月１日

保健福祉部 健康推進課

議案第 6 号

公布の日

令和５年４月１日

経済産業部 産業観光課

議案第 12 号 富谷市道路占用料等条例及び富谷市公共物管理条例の一部改正について

道路法施行令（昭和２７年政令第４７９号）の一部改正に伴い，所要の改正を行うもの。

議案第 7 号
富谷市放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部改正につ
いて

放課後児童健全育成事業の整備及び運営に関する基準（昭和２６年厚生労働省令第６３
号）の一部改正に伴い，所要の改正を行うもの。

令和５年４月１日

保健福祉部 子育て支援課

令和５年４月１日

建設部 都市整備課

保健福祉部 子育て支援課

議案第 9 号
富谷市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準を定める条例の一
部改正について

子どもの適正な医療機会の確保及び子育て家庭の経済的負担の更なる軽減を図るため，所
要の改正を行うもの。

児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）の一部改正に伴い，所要の改正を行うもの。

公布の日

保健福祉部 子育て支援課

議案第 11 号 富谷宿観光交流ステーション条例の一部改正について

施設使用料の変更により改正するもの。

議案第 8 号 富谷市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部改正について

児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）及び家庭的保育事業等の設備及び運営に関する
基準（平成２６年厚生労働省令第６１号）の一部改正に伴い，所要の改正を行うもの。
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３．予算議案  【補正】 7 件 …別紙「令和４年度 ２月補正予算の概要」参照

所 管 部 課

所 管 部 課

所 管 部 課

所 管 部 課

所 管 部 課

所 管 部 課

所 管 部 課

４．予算議案  【当初】 7 件  …別紙「令和５年度 当初予算の概要」参照

所 管 部 課

所 管 部 課

所 管 部 課

所 管 部 課

所 管 部 課

所 管 部 課

所 管 部 課

５．その他（条例外議案） 5 件

提 案 理 由

施 行 日

所 管 部 課

令和４年度富谷市一般会計補正予算（第１０号）

議案第 14 号 令和４年度富谷市市営墓地特別会計補正予算（第２号）

市民生活部 生活環境課

議案第 16 号 令和４年度富谷市介護保険特別会計補正予算（第４号）

企画部 財政課

議案第 13 号

議案第 27 号 富谷市国土利用計画の変更について

議案第 15 号 令和４年度富谷市国民健康保険特別会計補正予算（第４号）

保健福祉部 健康推進課

令和５年度富谷市市営墓地特別会計予算

市民生活部 生活環境課

保健福祉部 長寿福祉課

議案第 22 号 令和５年度富谷市国民健康保険特別会計予算

保健福祉部 健康推進課

議案第 23 号 令和５年度富谷市介護保険特別会計予算

上下水道課

建設部 上下水道課

議案第 19 号 令和４年度富谷市水道事業会計補正予算（第３号）

議案第 17 号 令和４年度富谷市後期高齢者医療特別会計補正予算（第１号）

保健福祉部 健康推進課

議案第 18 号 令和４年度富谷市下水道事業会計補正予算（第４号）

議案第 20 号 令和５年度富谷市一般会計予算

企画部 財政課

議案第 21 号

上下水道課

保健福祉部 健康推進課

議案第 25 号 令和５年度富谷市下水道事業会計予算

建設部 上下水道課

保健福祉部 長寿福祉課

議案第 24 号 令和５年度富谷市後期高齢者医療特別会計予算

議案第 26 号 令和５年度富谷市水道事業会計予算

諸情勢の変化に伴い，国土利用計画を変更するもの。

議決の日

企画部 企画政策課
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提 案 理 由

施 行 日

所 管 部 課

提 案 理 由

施 行 日

所 管 部 課

提 案 理 由

施 行 日

所 管 部 課

提 案 理 由

所 管 部 課

６．人事 1 件

提 案 理 由

所 管 部 課

７．承認 1 件

提 案 理 由

主 な 内 容

処 分 日

所 管 部 課

承認第 1 号 専決処分の承認を求めることについて（訴えの提起）

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第１項の規定により専決したので，同
条第３項の規定によりこれを報告し，承認を求めるもの。

市民生活部 税務課

災害援護資金貸付金償還金に関し，訴えの提起を行うもの。

令和５年１月３０日

関係地方公共団体の協議の整った日

白石市外二町組合の解散により，宮城県市町村職員退職手当組合を構成する地方公共団体
の数が減少し，それに伴い規約を変更するもの。

総務部 総務課

教育委員会委員の任命につき同意を求めることについて

本市の教育委員会委員が令和５年６月１０日をもって任期満了となるため，地方教育行政
の組織及び運営に関する法律（昭和３１年法律第１６２号）第４条第２項の規定により，
議会の同意を求めるもの。

総務部 総務課

議案第 32 号

総務部 防災安全課

議案第 30 号
宮城県市町村等非常勤職員公務災害補償等審査会を共同設置する地方公共団体の数の減少
及び宮城県市町村等非常勤職員公務災害補償等審査会共同設置規約の変更に係る協議につ
いて

白石市外二町組合の解散により，宮城県市町村非常勤消防団員補償報償組合を構成する地
方公共団体の数が減少し，それに伴い規約を変更するもの。

関係地方公共団体の協議の整った日

総務部 防災安全課

議案第 29 号
宮城県市町村等非常勤職員公務災害補償等認定委員会を共同設置する地方公共団体の数の
減少及び宮城県市町村等非常勤職員公務災害補償等認定委員会共同設置規約の変更に係る
協議について

白石市外二町組合の解散により，宮城県市町村非常勤消防団員補償報償組合を構成する地
方公共団体の数が減少し，それに伴い規約を変更するもの。

関係地方公共団体の協議の整った日

建設部 都市整備課

議案第 31 号 和解及び損害賠償額の決定について

富谷市今泉瀬戸ヶ沢地内，市道今泉大亀線における自転車の損傷事故について，地方自治
法（昭和２７年法律第６７号）第９６条第１項第１２号及び第１３号の規定に基づき，被
害者と和解及び損害賠償額の決定を行うもの。

宮城県市町村職員退職手当組合を組織する地方公共団体の数の減少及び宮城県市町村職員
退職手当組合規約の変更に係る協議について

議案第 28 号
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